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はじめに 

 東京・大阪ＨＩＶ訴訟原告団は、平成 8 年 11 月 5 日付厚生大臣との議事確認書で確認された、

被害患者に対する原状回復のための救済医療について、大臣との定期協議等々の協議を通じて必

要な環境や施設の整備を推進してきた。 

 平成 9 年 4 月のエイズ治療・研究開発センター（以下、ＡＣＣ）および８地方ブロック拠点病

院の本格稼働から２１年目を迎えるが、薬害エイズ被害（被害患者数約１５００人）で始まった

日本のＨＩＶ／ＡＩＤＳ感染者・患者の数は３万人に達しようとしている。1980 年代のエイズパ

ニック、さらにはエイズ予防法による差別の助長により、エイズに対する偏見・差別は今でも根

強く社会に定着し、裁判和解の約束である偏見・差別解消も進んでいない。そのため被害患者や

その家族の中には日常生活において沈黙を余儀なくされている場合が未だ続いている。 

近年、被害救済の責任を負う国は、その責務をおろそかにし、被害者からの命がけの要望に対

して、被害者の救済を積極的に進めようとする姿勢を示さない。本来、被害者救済医療を推進・拡

充しつつＨＩＶ医療を向上させるはずが、今や後退現象を起こし、結果的に医療機関等において

被害救済医療が蔑ろになっている。先進医療、混合診療、自由診療など保険診療外で先進、高度医

療など有効・効果的でもある治療の選択が許容解放されつつある一方、和解で最高度の医療が確

約されている被害者に対して、ＡＣＣでさえ医療の制約を強いられている。一般的な医療の選択

すら拒否され、前例のない被害を負わされたまま死んでいった仲間を思うと、約束を無視し続け

た国の対応を絶対に許すことはできない。 

また最近では、ＨＩＶ医療を担う人材の確保や施設整備などの将来計画が全く見えず、その責

任を国の部局間で押し付けあうかのような状態が続いている。さらに、独立行政法人化などの際、

医療機関の組織形態が変わったとしても国は救済医療やＨＩＶ医療に関して、和解確認書及び厚

生労働大臣の議事確認書の約束を守り通すと表明するが、現実には独立行政法人化を理由に厚労

省が直接的な関与が出来ないと逃げの答弁に終始している。改めて国及び歴代大臣との定期協議

で確約されてきたことの真偽を含め見解を表明されたい。 

これまでの約束に違わないとすれば、改めて国は担当部局にこの約束を指示・徹底し改善を図

られたい。なお、様々な法人化に伴い国が直接関与できないとするならば、国の約束が履行でき

るよう体制を迅速に再構築し、被害者の生命の危機・健康悪化を招かないように強く要望する。 
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救済医療の後退に伴い、ＨＩＶ由来の厳しい症状で毎年亡くなる被害者は少なくない。昨年も

原告団の把握では６人が亡くなった。原告団の集計では、既に７０７人の仲間の命が奪われ、残

された被害者は６７７人のみになっており、提訴全原告数の過半数を割っている悲惨な現状にあ

る。 

 国は、患者・家族の不安を取り除くため、ＨＩＶ医療体制を全力で整備し、特に原状回復を約束

した薬害エイズ被害患者の救命への取り組みに全力を尽くしていただきたい。特に国の責務を担

う医療機関、研究機関や従事する医療者や関係者に改めて被害者救済の使命に全力であたるよう

指示されたい。なお、世界的課題であるＨＩＶ感染症の克服と偏見・差別の解消に向け、先駆的医

療の開発と研究、教育・啓発にも国費を投じて応えられたい。 

 和解から２０年以上が経過し、わたしたち被害者は長期療養生活時期を迎えている。一方で、

ＨＩＶ慢性炎症の増悪化、抗ＨＩＶ薬の長期服用による副作用、ＨＩＶ／ＨＣＶ重複感染症や血

友病性関節症の悪化、他にも複数の疾患に起因して医療的な問題を抱えながら他方で、被害者自

身の高齢化に伴う各種諸問題、介護の問題、親の介護などの生活に深くかかわる社会的な課題を

次々と抱え込む状況になっている。 

 このように、和解当時と大きく環境が変わる中で、今一度、私たち被害者の医療・療養・生活環

境について点検を求めるとともに、救済に不可欠な新たな要望事項を加える。 
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1. 医療全般に関する要求 

1.1 被害患者への救済医療の徹底  

 最近の国の答弁・取り組みに鑑みると、政策医療としてのＨＩＶ医療の施設を受け持ち最終的

責任を負う医政局、エイズ対策を担う健康局、薬害エイズ被害救済の恒久対策や被害者救済の政

策課題の指揮を発揮すべき医薬・生活衛生局の関係部局間の調整が不十分であり、それぞれが責

任を押し付けあっているようである。もはや国として被害患者の原状回復医療（救済医療）の責

任を放棄しているといっても過言ではない。今一度、薬害ＨＩＶ感染被害者に対する救済を徹底

し、ＨＩＶ感染症患者をなおざりにすることのないよう、国としての認識・見解を強く求める。 

 国は、被害患者の現状と課題を認識し、どのようにして被害患者の命と生活を守るかという原

状回復に向けた医療と恒久対策の推進に取り組むよう改めて確約し、その決意を示されたい。 

 

1.2 被害患者への先端的医療の積極的適用と長期療養等にかかわる研究開発の推進 

 身体的状況が重篤化した被害者にとっては、様々な先端的医療が必要不可欠である。また、被

害者をめぐる社会的環境も複雑さを増しており、長期療養を継続させるために医療や福祉サービ

スに様々な先進的取り組みを導入していく必要がある。 

 したがって、ＡＣＣにおける運営交付金やブロック拠点病院への運営交付金の増額、もしくは

先端的医療に関わる医療費をカバーする基金を新たに創設するなど万全な枠組みを構築されたい。

国の責務である原状回復医療のあらゆる方策を駆使し、大臣との定期協議で約束されている不安

のない医療・福祉の費用体系を整えられたい。 
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1.3 ＰＭＤＡからの資料提供に伴う、被害救済の個別対応を推進する医療関係者の拡充 

本年度より、被害者が調査研究事業等でＰＭＤＡに提出する資料については、被害者の同意を

前提に、ＡＣＣに提供され、個別救済に活用されていくこととなっている。一次的に資料が提供

されるＡＣＣの体制充実については後述するところであるが、ＡＣＣによる資料分析により、各

地の医療機関においても、これまで以上の被害救済の取り組みが必要となってくることが考えら

れる。ブロック拠点病院等について、医師、コーディネーターナース、ソーシャルワーカー、事

務職など一層の取り組みを推進していただくとともに、これらの人材の拡充を図られたい。 

 

1.4 薬害ＨＩＶ感染被害者の要望する研究班について 

 国の責務において、被害者の将来的課題も含めた薬害ＨＩＶ感染被害者の長期療養体制整備や、

ＨＩＶ／ＨＣＶ重複感染症の治療（抗ＨＣＶ療法や肝移植を含む）・近頃重要な課題として浮上

してきた腎機能維持のための治療（血液透析や腎移植を含む）、血友病の根治を目指した遺伝子

治療の推進についてそれぞれ研究班がつくられている。上記研究班は今後も患者が生き抜いてい

くために不可欠な研究を担っているだけでなく、新たに生活領域も含め、ＨＩＶ感染からの長期

炎症作用による多様な合併症の治療研究、血友病関節症の克服のための研究も課題として噴出し

ている。被害者の原状回復医療に則した研究への費用をより十分に確保し、中長期的な視野も含

め被害者に特化した分野への研究の推進、血友病克服の国内機関による遺伝子治療確立への支援

拡充も強く要望する。 

以上、被害患者に対する政策的課題として必要な研究体制について、国は、研究体制の継続、新

規研究班立ち上げなどに向け恒久的救済の責務から被害者が心配することのない予算の確保を確

約されたい。 

 

1.5 ＨＩＶ医療体制の強化と研究班等々との連携 

日本はＨＩＶ訴訟の和解に基づく医療体制整備によって、抗ＨＩＶ薬や検査等々、ＨＩＶ医療

体制の均霑化が世界でも類を見ないほど全国にいきわたっている。この体制はＨＩＶが根治でき

るまで恒常的に維持されることが必要である。今後もより一層、ＨＩＶ医療体制の堅持・充実化

を図られたい。また、係る研究費については、原告団との協議を踏まえ決定・充実化を検討され

たい。 

なお、被害者救済に係る研究班は、厚生労働省のミッションとして原告団の要望をふまえ、迅

速な対応をされるよう要求する。 

 

1.6 ＨＩＶ診療に必要不可欠なスタッフの恒久的な確保・育成 

各施設におけるＨＩＶ医療スタッフの人数、専任状況、定足状況などを一覧にして提示してい

ただきたい。その際には、勤務形態（専従、専任、兼任等）の定義を全施設で統一されたい。 

ＡＣＣおよびブロック拠点病院のＨＩＶ医療に関連するスタッフについては、和解時に約束さ

れている人数を最低限確保しつつ、厚生労働大臣との確約に基づき、患者数の増加に対応して人

的・物的強化を図るものとされている。したがって枠組みの最低人員数確保と、患者数増加に対

応したスタッフ数増強の約束が守られていない現状は大きな問題である。早急に解決されたい。 
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特に、リサーチレジデントにより補完された専門職種の年限が切れる際には、経験を積まれた

専門職種が引き続いて業務に邁進できるよう、約束を遵守し国や施設として雇用を確保されたい。 

 

1.7 ＨＩＶ／ＨＣＶ重複感染症に対する積極的な診療体制の構築 

新規抗ＨＣＶ薬により、強力にウイルスを抑えることができるようになった。しかし、ＨＣＶが

消失しても肝硬変、肝がんに進行する被害者が一定数いる。国は、ＨＣＶが消失したＨＩＶ／Ｈ

ＣＶ重複感染症患者に対しても、年に数回は画像検索など必要な検査を実施していくよう、被害

者及び医療機関に周知されたい。さらにＨＩＶ／ＨＣＶ重複感染症患者が適切な検査・治療が受

けられているか、実態を把握し治療体制を整えられたい。特に、肝硬変に進展した被害者には、肝

硬変の進行や肝がんの発症を防ぐために、線維化を解消する治療薬の治験への参加や治療薬の導

入を迅速に進めていく必要がある。ＨＣＶ消失後の患者の重篤化への対応や予防的対応の研究と

実践が求められる。この対応について、移植医療やがんの外科的処置等も考慮し、肝移植研究班

に継続した研究を委託されたい。 

また、非常に重篤な病状にあるＨＩＶ／ＨＣＶ重複感染症患者には、肝移植という選択肢しか

残っていない。被害患者の病状悪化に伴い、肝移植が適応となった場合に、スムーズに情報提供、

判断できるような体制を早急に整備・構築されたい。現在、ＨＩＶ医療体制の中でＡＣＣ救済医

療室が被害患者の肝移植の相談窓口となっているが、その役割を明確化させ、ＡＣＣが積極的に

肝臓移植に関する情報発信を行い、個別症例に丁寧に対応していただきたい。 

 

1.8 中核拠点病院の機能強化とＨＩＶ医療体制の整備 

 中核拠点病院の整備（健発第 0331001号 平成 18年 3月 31日）が始まってから１０年以上が経

過するが、いまだに都道府県や施設ごとのＨＩＶ医療提供体制への取り組み方は、非常にばらつ

きが大きい。 

 したがって国は、中核拠点病院の整備状況や取り組みについて評価し、院内外の調整を行なう

連絡調整員の養成・配置状況についてお知らせいただきたい。また、施設長の使命感を高め、自治

体による中核拠点病院支援体制を強化させるための具体的施策を提示されたい。 

 

1.9 国内・海外未承認の、抗ＨＩＶ薬、抗ＨＣＶ薬を含む、新薬等の迅速導入体制の継続と最

新の検査、診断機器のＡＣＣ・ブロック拠点病院への導入 

国は改めて現状の新薬の迅速導入体制について、関係機関を通じて患者に適切かつ迅速に届く

よう、迅速導入・研究班による調達に関する制度・仕組み等を担当部局・職員へ周知し、申し送

り・引き継ぎを確実に実施されたい。 

血友病 ＨＩＶ感染被害者へのＨＩＶ感染症治療、ＨＣＶ治療、また関連する合併症の治療につ

いて、国は、承認前の新薬をブロック拠点病院においても迅速に使えるよう制度の周知、利用推

進に取り組まれたい。  

なお、ＨＩＶの慢性炎症に関わる多様な症状や予兆に対応する治療・検査の診断薬や治療薬、及

び係る検査機器や診断機器等々の医療機器などについても、ＡＣＣおよびブロック拠点病院に迅

速に導入・配置できるよう要求する。 

また、国際治験への参加や、必要な場合は海外の治験参加への渡航費用なども含めた対応も保

障されたい。 
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1.10 ＣＤ４が５００を超えるＨＩＶ感染者／エイズ患者に対する治療導入時の医療費について 

現在、一般のＨＩＶ感染者／エイズ患者に対しては、障害者の自立支援医療により、医療費の自

己負担を押さえて治療を受けることができる。しかし、ＣＤ４が５００を超える場合、自立支援

医療を受けられず抗ＨＩＶ治療の導入が困難になっている。これは、患者本人の健康維持のため

にも、感染予防の意味でも好ましくない。ＣＤ４の値に関わらず、ＨＩＶ感染者／エイズ患者に

対して、早期治療と治療の継続が可能となるよう、医療費の自己負担軽減に向け、対応されたい。 

 

1.11 ＨＩＶコーディネーターナース（ＣＮ）の育成と位置付け 

 多くのブロック拠点病院では、ＣＮの絶対数が不足しており、外来時の受付・患者対応や、病院

内での連携業務にとどまり、個別救済のコンダクターとして院外施設との連絡調整や被害者の個

別フォローも含め、本来ＣＮに付与された役割を十分に果たせていない。 

特に被害者の原状回復医療の責務を担うＡＣＣや各ブロック拠点病院等のＣＮは、現在に至る

被害者の長期療養に伴う医療と福祉の接点となり、また関係者との調整を図り、その生活状況も

把握しながら対応していかなければならない。 

その趣旨を踏まえ、国は必要な人材を確保し、ＣＮとして資格を付与されたい。 

 

1.12 ＨＩＶ感染者の長期療養・介護が必要な患者を受け入れ可能な施設の整備・一覧の作成 

現在、被害者の実態把握の調査が進められているが、大臣協議での大臣からの発言を受け、複雑

な背景や深刻な課題を抱えた被害者が安心して入所可能な施設を、国立国際医療研究センター／

ＡＣＣに併設し、長期療養・介護を選択できるように整備されたい。また地域においては、長期療

養可能な施設情報を集約し一覧として作成されたい。 

加えて国は、ＨＩＶ感染者や血友病患者が受診可能な歯科・透析などの専門医療機関の全国施

設一覧を作成し、患者・医療者に紹介されたい。下記の施設一覧作成に必要な情報は、ＡＣＣや各

ブロック拠点病院、中核拠点病院、自治体等から情報を集約されたい。 

1）長期療養・介護の受け入れ可能な施設一覧（ブロック毎、成功事例の共有等も含む） 

2）歯科治療が可能な施設一覧（ブロック毎、成功事例の共有等も含む） 

3）維持透析が可能な施設一覧（ブロック毎、成功事例の共有等も含む） 

受け入れ可能な施設の確保が難しい場合には、その理由について明らかにし、早急に課題の解

決に努めていただきたい。 

 

1.13 被害者の長期療養病床設置・整備を検討する会の設置 

 これまでの協議において、ＡＣＣやブロック拠点病院の病棟において、長期療養の必要な被害

患者の長期入院については問題なく実施できるものと確認されている。しかしながら、ブロック

拠点病院の中には急性期医療機関であることを理由に長期療養対応を直視していないように見え

るところもある。薬害ＨＩＶ感染被害者の救済医療を担うＡＣＣやブロック拠点病院は、被害者

救済に関してはエンドレスの医療を国の責務として委託された機関であり、被害者対応としては

急性期医療機関云々を言う立場ではないものである。被害者の病態の悪化や家族の高齢化や死亡

により、被害者の置かれている状況は逼迫している。今後ＨＩＶ感染症や血友病の合併症などに

より、長期療養病床等がより多く必要となっていくと考える。ＡＣＣ・ブロック拠点病院におい
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て、被害者へのエンドレスな対応を可能とするための抜本的な施設整備を進めていかなければな

らい。しかし、ＡＣＣやブロック拠点病院において、現在の体制でこれから増加する被害者の長

期療養すべてに対応していくことは困難である。並行して比較的介護の必要度の低い被害者向け

の療養施設を新たに確保していかなければならない。ＨＩＶ訴訟の和解の原点に立ち返り、国、

被告製薬企業、および原告団、支援団体とで、被害者の長期療養の具体的な整備を考える会を設

定されたい。 

 

1.14 感染被害者の外来リハビリテーション推進 

 血友病を原疾患として持つ感染被害者にとって、高齢化による関節機能の悪化やＨＩＶ感染に

関連した関節等運動器障害の悪化による日常生活制限が加わり、受診行動維持にも支障が出てき

ている。ＱＯＬの維持向上のためにも、外来でのリハビリテーションを受け続けることはきわめ

て有効との研究班報告もある。しかしながら、ブロック拠点病院等の医療機関において外来リハ

ビリテーションの保険上の算定を受けることは難しい。そこで、何らかの形でリハビリテーショ

ン料の算定基準に「ＨＩＶ感染血友病患者」を加え、被害患者がブロック拠点病院等の医療機関

でリハビリテーションを継続して受けられる体制を整えられたい。 

 

1.15 血友病治療環境の整備 

１）遺伝子治療を含む研究体制について 

血友病の根治療法の確立は、被害者・血友病患者全体の悲願であり、国内での研究開発に基づく

その実現に向け強く要望してきた経緯がある。実際に血友病遺伝子治療に関する研究班は、着実

に研究を進め、成果を上げてきた。しかし、国の研究に対する姿勢の後退などの厳しい状況が続

いており、これまでの研究を実際に臨床に活かしていくことについて不安なところがある。被害

者・血友病患者は、日本発の技術による遺伝子治療の実現を強く切望しており、臨床応用の一歩

手前まで来ている、研究班の成果としての遺伝子治療が海外メーカー等に遅れを取ることなく実

施できるよう、血友病の根治療法に係る研究体制を国の施策として大幅に拡充し、早期臨床応用

の推進を図られたい。 

 

２）多様な血友病治療製剤の新規供給に関わる安全性と長期投与による副作用等のフォロー体制

の確立 

 近年、半減期延長型の凝固因子製剤や、バイスペシフィック抗体技術を用いた血友病治療薬な

どの臨床試験が進み、続々と新たに登場している。一連の製剤変化に伴う安全確保や長期的使用

に関わる副作用・インヒビター発生率等のフォロー体制・監視体制を確立されたい。 

 

３）血友病・インヒビター等に関する治療・臨床研究等の推進、治療環境の整備について 

国は、血友病患者や血友病にかかわるインヒビターの発生メカニズム等に関する調査・研究を

引き続き進めるとともに、これまでの凝固因子製剤のみならず、より安全な製剤の確保も含め、

今後は、下記に示したような臨床治療現場に即した研究についても推進し、患者・医療者が費用

的な制限などによる不安がないよう、治療環境を早急に整備されたい。 

・ 血友病治療を実践する病院等のネットワークを利用した治療及び臨床研究に関する情報の提

供。 
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・ インヒビターを保有する血友病患者に対する新たな治療法開発と臨床応用等の情報の提供。 

・ 血友病因子およびインヒビターの発生機序等、遺伝子レベルの解析など、基礎的研究の推進。 

・ 遺伝子解析等により解明されつつある、血友病の症度等判定基準や他凝固因子の止血機序等の

研究促進。 

・ 国による血友病患者の登録制度の確立、コホート調査の実施と生涯に渡る適切な医療提供シス

テムの構築と運営。 

 

４）国が所管するヘモフィリアセンターによる包括ケアの確保 

 薬害エイズ被害に関する研究班等の報告では、血友病医療には、血友病患者の医療に係る治療

や研究・社会的ケアだけでなく、Ｘ連鎖伴性劣性遺伝による生活像に鑑み、家族・家系全体に血友

病という包括的相談やケアが必要とされている。薬害エイズの被害回復を目指して、国が所管し

運営に関与したヘモフィリアセンター（ナショナルセンター）を設置して、血友病の包括的ケア

を恒久的に実施していくことを要求する。 

 

1.16 「エイズ対策推進室」の省令への格上げについて 

 エイズ対策推進室の課題である省令への格上げについて早期に実現されたい。エイズ対策推進

室がＨＩＶ／ＡＩＤＳ医療や長期療養を牽引し、また被害患者への和解による恒久対策の取り組

みにおいて中心となる役割を発揮して、特に和解以来、被害患者の原状回復を図るための医療お

よび環境整備を推進する役割を持っている。疾病対策課時代、後半においてそのミッション推進

力が後退しているため、エイズ対策推進室の省令室要望を行った。現在鋭意取り組んでいると思

われるが、各種研究や、積極的救済に関わる対応に予算面等々に制限があると受け止められる。

これからさらに困難が予想される被害患者の医療福祉対策やＨＩＶ感染予防と医療体制充実化に

向け、省令として位置付けられた対策室として早急に改組されたい。 

    

1.17 中核拠点病院・拠点病院各病院の幹部の意識 

  拠点病院等の中には担当医師が一名しかいないなど、限られた人材に依存してＨＩＶ診療を行

っている状況がある。国は拠点病院の病院幹部に対し、政策医療たるＨＩＶ医療を実施する気概

を発揮して病院全体での取り組む共通認識をもってあたるよう指導されたい。 

 

1.18 被害救済にかかわる書類作成についての、文書料の徴収について 

  一部医療機関等において、被害者が健康管理費用等に必要な書類を作成するにあたって、文書

料を徴収されたという被害者からの相談が相次いでいる。健康管理費用等、被害者に対する特段

の給付にかかわる書類作成に関する費用について、被害者に負担が発生しないよう配慮されてき

た経緯がある。今後とも被害者に文書料負担が発生しないよう、あらためて通知を発出するなど、

国として必要な対応を取られたい。 

 

1.19 国立高度専門医療研究センターのあり方をめぐる議論について 

  和解に基づく被害者救済医療の提供は、裁判の被告たる国の責務であり、国の指揮監督の及ぶ

状況下で具体的に進められるべきものである。和解直後の医療体制の構築にかかわる議論の中で、

原告団は国による独自の施設の設置を求めていた。実際には被害救済の根幹となるＡＣＣを国立
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国際医療センター（当時）に置き、国立の施設の中で国の責任の下に積極的に主導して救済医療・

医療体制の充実を図ることで了承した経緯がある。その後、独立行政法人化、あるいは国立研究開

発法人化などの紆余曲折を経ている。体制が変わるたびに、ＡＣＣでの被害救済への国の直接の

関与の後退が懸念され、そのたびに大臣協議等で国が責任を持って被害救済を行っていくことを

確認し、また国立国際医療研究センターの長中期計画等に規定していくことで、国の責務を明確

にしてきた。しかるに、再び閣議決定および、独立行政法人評価委員会を通じ、国立高度医療研究

センターの在り方について検討するよう指摘され、検討会が実施されることとなっている。原告

団としては、このような不安定な環境下に被害救済の最大拠点が置かれていること自体容認でき

ない。独立行政法人・国立研究開発法人などがこのような状況であるならば、被害救済の拠点たる

施設を、国の直接の指揮監督のもと、被害救済を迅速かつ強力に実施することのできる体制に刷

新されたい。 

 

1.20 在宅医療提供時の医師・看護師等医療者の交通費について 

  近年、被害者の高齢化、病状の重篤化などに伴って、訪問看護等の在宅医療の必要性が拡大して

いるところである。被害者の医療機関への移動の困難さが増してきており、在宅医療の必要度は

非常に高い。しかし、ＨＩＶ感染被害者への在宅医療を提供できる医療機関・訪問看護ステーショ

ンは限られており、さらには在宅医療提供にかかわる訪問看護師・在宅療養支援診療所医師等医

療者の交通費については、特段の措置がないのが現状で、この負担により訪問看護等を依頼でき

ない被害者が出てきている。このようなＨＩＶ感染被害患者の現状に鑑み、被害患者の在宅医療

提供時の医療者の交通費を補助できる何らかの仕組みをつくられたい。 

 

2. エイズ治療・研究開発センター（ＡＣＣ）に関する要求 

2.1 ＡＣＣ救済医療室、被害者救済の徹底に関わる施設確保及び個別対応要員・資料整理・個別

救済対外対応要員等確保 

本年度より、被害者がＰＭＤＡに提出する報告書類について、被害者の同意に基づいてＡＣＣ救

済医療室に提供されることとなった。これをきっかけに、いままで十分把握できていなかった被害

者の医療・生活状況を知ることができ、必要な個別被害救済を実施できることとなる。大臣との確

認により、個別救済をより濃密に実施していくための全国拠点として位置づけられたＡＣＣはこれ

への対応に十分な時間と労力を割いていただかなければならない。そのため、以下の設備、人員の

確保を要求する。 

①施設確保について 

 ⅰ．救済医療室資料管理室 

 ⅱ．救済医療室長・副室長室 

②人員確保について 

 ⅰ．救済医療室若手医師 1人 

ⅱ．救済医療室ＰＭＤＡ等対応コーディネーターナース 2人 

 ⅲ．救済医療室ＰＭＤＡ等対応メディカルソーシャルワーカー １人 

 ⅳ．救済医療室ＰＭＤＡ等対応事務職員 2人 
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また、ＡＣＣでは、被害患者の中から、施設内に被害患者同士が受診の際に落ち着いて話がで

きる場がほしい、あるいは勉強会等の自主的な活動を進めたい、といった要望が出てきている。

これらの要望に応えるため、国立国際医療研究センター内に１０名から１５名程度が集まること

のできる、「薬害ＨＩＶ感染被害者談話室（仮称）」を確保されたい。 

 

2.2 協議で約束された長期療養施設の確保 

被害患者の長期療養については、非常に重要な課題として取り組みが続けられている。しかし、

被害患者の状況は複雑、多様であり、実態把握、将来予測も十分できているとはいえない。大臣

協議議事確認書・医療協議等で回答されている施設について、先駆的な取り組みとして被害患者

を 5～10 名程度収容できる長期療養施設を国立国際医療研究センター／ＡＣＣに設置されたい。

この際には、併せてＡＣＣスタッフ用の託児施設も併設されることを要望する。 

 

2.3 救済医療室の院内外への周知 

  ＰＭＤＡ資料対応を進めるに当たり、救済医療室は全国の被害者ないし通院する医療機関と連

絡を取り合い、最善の医療及び長期療養に関わるサービス・情報を提供できるようにしなければ

ならない。そのためには、救済医療室の意義・役割が、全国の被害者・医療機関等関係機関に十

分理解されていることが必要なことである。したがって、救済医療室による被害救済が迅速かつ

適切に進むよう、救済医療室のミッションを被害者、関係機関等に十分に周知されたい。 

また、救済医療室の意義・役割について、ＡＣＣはもとより、国立国際医療研究センターの全

スタッフにも周知・教育し、病院内において、救済医療室が円滑に使命を果たせるよう協力を促

すようにされたい。 

 

2.4腫瘍マーカー・がん検診機会の確保 

  近年、必ずしも特異的ではない悪性腫瘍を発症する被害患者が増えてきている。長期にわたる

ＨＩＶ感染、抗ＨＩＶ薬の継続的な投与などが影響を及ぼしていることが考えられる。ＡＣＣに

おいては、最新の手法でのがん検診について広く情報収集し、早期に悪性腫瘍を発見し、適切な

治療が実施できるようにされたい。 

 

2.5 ＰＥＴ検査等の検診研究の事業化 

昨年からＡＣＣにおいて、被害患者への頭部ＭＲＩ、ＰＥＴ検査等の検診が研究として実施さ

れてきている。現在は研究の枠組みで実施されているが、これら被害患者への重点的な検査は、

その時々の状況に応じて改変しながらも、継続して実施していただかなければならない。そのた

めには年限の限られた研究として行うのではなく、事業として行い、継続性を担保されたい。 

 

2.6 ＣＮの副師長職化 

ＡＣＣコーディネーターナースは、ＨＩＶ感染症に特化した、専門の看護師として研鑽を積み、

必要不可欠な存在となっているが、その待遇の向上が困難な状況にある。将来に向けたコーディ

ネーターナースの確保・育成のためにも、ＡＣＣコーディネーターナースで、経験を重ねたもの

で、看護職幹部有資格者には、副師長職として処遇されるようにされたい。 
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2.7 国立国際医療研究センターの研修医の配置について 

国立国際医療研究センターは、研修医も多く在籍しており、医師の教育・育成の観点から重要

な役割を果たしている。是非、研修においてＨＩＶ診療を強く位置づけ、ＡＣＣでの研修をコア

プログラムに位置づけるとともに、ＡＣＣに配置される研修医の数を増強されたい。 

 

2.8 ＰｒＥＰ臨床研究について 

国立国際医療研究センターのＳＨ外来にて、感染リスクの高い人に対し、抗ＨＩＶ薬を内服さ

せ、ＨＩＶ感染予防効果を確認する臨床研究（いわゆる東京ＰｒＥＰフィージビリティスタディ）

が実施されるとの情報が公表されているが、この臨床研究について、研究主体、主任研究者、国

立国際医療研究センター内の担当部門、および研究内容について、厚労省からご報告いただきた

い。 

 

2.9 国の責務を果たす機関としてのＡＣＣであることの確認 

国は、ＡＣＣが被害者に対する国の責務を医療面で履行する施設であることを再認識し、被害

者の状況の変化に対応すべく諸施策をＡＣＣで展開していくにあたり、国がＡＣＣに直接的に関

与し、また人的物的体制については、財政的支援・予算確保と併せ、所管の医政局が責任を持っ

て整備されたい。 

 

2.10 人事について 

ＡＣＣ内の人事（センター長、臨床研究開発部長、救済医療室長、調整職、コーディネーター

ナース、心理士など）について、その人選、配置状況について原告団と情報を共有し、協議を行

いながら確保を進め、円滑な運営に努められたい。 

 

2.11 人材教育 

昨年から指摘されているように、ＡＣＣスタッフ間の意思疎通が十分に行われるよう、全員が

努力し、情報共有に手落ちがないようにされたい。また、患者への対応について、窓口から検査・

診療、病棟全スタッフが患者に明るく接するよう、受診して良かったという雰囲気づくりに努力

されたい。 

 

3. 国立病院機構大阪医療センターに関する要求  

3.1 新築問題 

本整備方針においては、病棟部門を新築し、外来部門は改修の計画であると伺った。また、感染

症内科外来等については、これまで要望した施設整備（スペースの広さなど）の内容は確保する方

針であり、ブロック拠点病院としての機能を発揮できるよう必要な整備も行うと伺っている。再度、

確認するとともに、引き続き原告団と話し合うことを確約されたい。 

国および国立病院機構においても、大阪医療センターの外来棟・病棟等の建物間の安全かつ機能

的な動線を確保するとともに、新築および改修工事に対し特別な予算を確保し、工事に向けたあら

ゆる対策を取ることを確約されたい。 
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3.2 「ＨＩＶ地域医療支援室」について 

「血友病ＨＩＶ感染者の長期療養地域医療支援室」の設置を要望して１０年以上が経過して、よ

うやく平成２９年１１月１日付けで「ＨＩＶ地域医療支援室」が設置された。現在４名体制（看護

師、薬剤師、ＭＳＷ、心理療法士、全て併任）での運用となっているが、３０年度より最大限の支

援室の機能を果たすためには早期に専従職員を配置するとともに必要な人材（医師、看護師、薬剤

師、MSW、心理療法士、事務職員等）の確保を確約されたい。 

なお、血友病ＨＩＶ感染者の高齢化問題への対応が喫緊かつ重要な課題であることは十分認識し

ているとのことであり、長期療養体制の対策については早急に対応されたい。 

国、および国立病院機構は、今後もＨＩＶ地域医療支援室の運営に必要とされる経費について、

予算の確保を確約されたい。 

 

3.3 ＨＩＶ・血友病医療体制に必要な人材の確保と拡充 

ＨＩＶ・血友病の医療体制を支える診療スタッフに関する進捗状況及び方針などの回答を求める。 

（1）ＨＩＶ感染症や血友病の専門医の確保 

（2）心理療法士の専任化・常勤化 

 

4. 国立病院機構名古屋医療センターに関する要求 

4.1 名古屋医療センターの人的体制強化 

名古屋医療センターのＨＩＶ診療スタッフは病院内の診療に限らず、ブロック内のＨＩＶ医療

体制の充実化、さらには全国の医療体制についても献身的に努力していただいているところであ

る。その実績や名古屋医療センターの通院患者数に比して、スタッフの絶対数が不足しているこ

とは明らかである。将来を見据えた、ＨＩＶ診療スタッフの確保、育成について、国として特段

の対策を図られたい。 

 

4.2 名古屋医療センター内の被害者救済医療の完結 

被害救済医療において、移植医療のような特殊なケースを除き、日常の診療・入院に関してブ

ロック拠点病院である名古屋医療センターで止血管理、成人病管理、整形、リハビリ、歯科等々

の医療などが完結できるよう全科対応の体制整備をさらに強化されたい。長期療養に関しても、

ブロック独自の特別な取り組みを検討、実践していただきたい。また移植に関して、腎移植の要

請は今後出てくることが十分考えられるので、体制の中での取り組みの検討を開始されたい。 

 

5. 北海道大学病院に関する要求 

北海道大学病院については、ＨＩＶ診療ブースの統一などの体制・施設整備について、遅々と

して進まない状況が続いている。また、ブロック拠点病院として、被害救済にかかわる特段の取

り組み、たとえば看護師の院外での活動などについて、原告団としては病院との協議を通じ、理

解が不足しているのではないかという疑念を持っている。国は北海道大学病院に対し、再度救済

医療の意義、ブロック拠点病院としての特段の役割を説明し、理解を求めるとともに、体制整備

において、さらなる支援を確約されたい。 

 

 

以上 


